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1 ．序

















































性別 男性 女性       合計
43 40       83
年齢 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 不明  
0 0 4 12 30 23 13 1 83
地区 浪江 幾世橋 請戸 大堀 刈野 津島 その他 不明  
38 4 3 9 10 11 7 1 83
職業 農業 自営業 会社員 公務員 自由業 主婦 非正規雇用 無職 その他 不明  
10 16 10 1 0 2 6 36 0 2 83
世帯収入 100万円 100～200 200～400 400～600 600～800 800～1000 1000～1500 1500～2000 2000万円 不明  
未満 万円未満 万円未満 万円未満 万円未満 万円未満 万円未満 万円未満 以上
24 17 20 4 0 1 0 0 0 17 83
学歴 小学校卒 中学校卒 高等学校卒 大学卒 大学院修了 その他 不明   
4 11 49 4 0 5 10  83
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カイ二乗値 つきあい 相談相手 互助意識 互助態度 返礼期待 返礼の有無 共同作業 互助組織参加 相互扶助過去
性別 5.381 2.571 3.759　 3.772 4.125＊ 0 5.234 2.874 2.964　　
年齢 28.525 27.435 11.215　 15.6 1.238　 3.263 9.096 7.897 5.773　　
地区 40.538 31.157 18.107　 25.087 8.196　 8.528 10.739 15.898 24.222　　
職業 21.457 33.855 14.189　 17.322 4.772　 1.194 9.028 5.255 17.417　　
世帯収入 25.506 14.111 14.986　 10.871 5.608　 2.774 10.065 5.771 41.857＊＊










































































































図 1－ 1：成分 1－返礼の労働性（カネとモノへの対応）
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図 1－ 2：成分 2－返礼の非労働性（カネとモノによる対応）














図 1－ 3：成分 3－返礼の物品性（モノの互酬性）
図 1：互助行為の構造についての数量化Ⅲ類による分析（尺度グラフ）

































































































































㟈⅏๓ 39.6 27.7 14.5 10.8 2.4 4.8








表 3  ：互助意識をめぐるクロス集計（仮設住宅）
カイ二乗値 おつきあい 相談相手 震災前後絆 互助意識 互助態度 返礼期待 返礼の有無 共同作業 互助組織参加 相互扶助将来
性別 0.763　　 4.551 5.411 2.305　 4.562 1.02　　 0.217　 5.059　 0.089 4.642
年齢 39.477＊＊ 20.806 2.59 12.596　 23.282 7.316　　 1.913　 6.089　 9.849 6.073
地区 25.734　　 27.841 8.396 13.86　 27.377 4.537　　 4.606　 6.211　 8.948 21.16
職業 21.203　　 43.662 8.869 19.557　 20.345 1.612　　 1.982　 9.28　 13.385 11.868
世帯収入 11.52　　 13.692 9.34 16.01　 16.674 1.977　　 3.511　 17.774＊ 8.609 11.874
















㟈⅏๓ 65.1 13.3 2.4 2.4 4.8 0 0 6 6






























































බຓ ඹຓ ⮬ຓ 䛭䛾௚
㟈⅏๓ 30.0 56.1 15.9 6.1














ඹຓ බຓ ⮬ຓ 䛭䛾௚
㟈⅏๓ 20.5 57.8 2.4 12 7.2
































































ປാຊ䛾ᥦ౪ ≀ရ䛾ᥦ౪ 䛚㔠䛾ᥦ౪ 䛭䛾௚
㟈⅏๓ 56.3 24.1 12.6 6.9



















































㟈⅏๓ 89 4.1 1.4 5.5





























㟈⅏๓ 55.6 38.9 5.6
























㟈⅏๓ 82.5 14 3.5























ῶᑡ ኚ䜟䜙䛺䛔 ቑຍ 䛭䛾௚
㟈⅏๓ 39.4 50.7 2.8 7














































































































ことができる（図 3－ 1：「成分 1－住民の組織活動」参照）。また成分 2は成分 1同様
「自治会の対応が十分でない」が強く，さらに「行政からの様々な規制が強い」や「行
政と地域住民との意志疎通不足」に対する反応が多く，住民活動に対する「行政の規制






















図 3－ 1：成分 1－住民の組織活動
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図 3－ 2：成分 2－行政の規制（制度上の制約）
図 3－ 3：成分 3－行政の対応不足
図 3：復興の停滞要因についての数量化Ⅲ類による分析（尺度グラフ）








































































































































表 4  ：復興をめぐるクロス集計
カイ二乗値 復興の現状 高齢化の現状 帰還意志 町外コミュニティ 地域意識
性別 4.018 3.817 0.517 2.301　 6.464
年齢 15.54 7.573 6.701 9.874　 8.895
地区 12.8 19.331 15.152 13.767　 15.2
職業 27.17 14.2 9.65 12.025　 13.478
世帯収入 15.594 9.424 8.436 23.433＊ 11.22




















































関わる成分として捉えることができる（図 5－ 1：「成分 1－地域社会のアイデンティ
ティ」参照）。また成分 2は「高齢化が改善される」，「教育環境が改善される」，「少子
化が改善される」に対する反応が強く，「社会環境の改善」に関わる成分として抽出で
きる（図 5－ 2：「成分 2－社会環境の改善」参照）。さらに成分 3は「放射線の影響が
少なくなる」，「雇用が増える」，「商業施設が充実する」に対する反応が強く，「地域社





図 5－ 1：成分 1－地域社会のアイデンティティ
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図 5－ 2：成分 2－社会環境の改善
図 5－ 3：成分 3－地域社会の生活向上
図 5：町外コミュニティの影響についての数量化Ⅲ類による分析（尺度グラフ）
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（ 1）日頃のつきあい（ 2）地域の助け合い（ 3）助け合いの内容（ 4）手助けを受けたとき
の返礼（ 5）共同作業（ 6）互助組織（ 7）相互扶助の現状。 2．仮設住宅での相互扶助に
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ついて（ 1）日頃のつきあい（ 2）震災前後のつながりや絆の変化（ 3）地域の助け合い（ 4）
助け合いの内容（ 5）手助けを受けたときの返礼（ 6）共同作業（ 7）互助組織（ 8）相互扶
助の将来（ 9）相互扶助の考え。 3．震災後の復興について（ 1）復興の現状（ 2）過疎化・
高齢化（ 3）地域社会の将来（ 4）復興の主体（ 5）行政の対応（ 6）町の将来。 4．フェー
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①つきあい相手 隣家の人 親戚の人 隣家以外地域の人 仕事関係の人 その他 つきあいなし
度数83 33 23 12 9 2 4
割合％ 39.6 27.7 14.5 10.8 2.4 4.8
②相談相手 家族 親戚の人 隣家の人 隣家以外地域の人 仕事の同僚 職場の上司 行政（自治体） その他 相談相手なし
度数83 54 11 2 2 4 0 0 5 5
割合％ 65.1 13.3 2.4 2.4 4.8 0 0 6 6
（ 2 ）助け合い   
①互助意識 公助 共助 自助 その他
度数82 18 46 13 5
割合％ 30.0 56.1 15.9 6.1
    
②互助態度 無条件の共助 条件付き共助 公助 自助 その他 　
度数83 17 48 2 10 6
割合％ 20.5 57.8 2.4 12.0 7.2
（ 3 ）手助けの状況
①手助けの場面 農作業 家の修理 お金に困っている 共同作業 災害被害 葬式 結婚式 その他
度数170 19 16 9 44 28 40 12 2
割合％ 11.2 9.4 5.3 25.9 16.5 23.5 7.1 1.2
ケースの割合％ 26.4 22.2 12.5 61.1 38.9 55.6 16.7 2.8
複数回答（有効数72）
②手助けの内容 労働力の提供 物品の提供 お金の提供 その他
度数87 49 21 11 6
割合％ 56.3 24.1 12.6 6.9




割合％ 5.8 94.2 　 　
（ 4）他者への返礼
①返礼の有無 返礼する 返礼しない 　
度数76 68 8
割合％ 89.5 10.5
②返礼内容 等量労働 適量労働 労働対モノ 労働対カネ 等量モノ 適量モノ モノ対労働 モノ対カネ
度数119 10 17 18 11 4 20 3 3
割合％ 8.4 14.3 15.1 9.2 3.4 16.8 2.5 2.5
ケースの割合％ 16.7 28.3 30 18.3 6.7 33.3 5 5
等量カネ 適量カネ カネ対労働 カネ対モノ その他
5 4 2 15 6
4.2 3.4 1.7 12.6 5





義務として参加 余裕なし 別で代替不参加 その他 　
度数73 65 3 1 4
割合％ 89 4.1 1.4 5.5
（ 6 ）互助組織
①組織の有無 あり なし
度数75 57 18 　 　
割合％ 76 24
②組織の種類 住民の自主組織 行政中心組織 その他
度数54 30 21 3 　 　
割合％ 55.6 38.9 5.6
④組織への参加 参加 以前参加 不参加 　 　
度数57 47 8 2
割合％ 82.5 14 3.5
（ 7 ）相互扶助の過去
①支え合いの状況 減少 変わらない 増加 その他 　 　
度数71 28 36 2 5
割合％ 39.4 50.7 2.8 7
③冠婚葬祭手伝い 手伝う 前したが今なし その他 　 　
度数74 52 19 3
割合％ 70.3 25.7 4.1
問 2 　震災後の互助意識
（ 1）つきあい      
①つきあい相手 隣家の人 親戚の人 隣家以外地域の人 仕事関係の人 その他 つきあいなし
度数80 31 18 8 2 7 14
割合％ 38.8 22.5 10 2.5 8.8 17.5
②相談相手 家族 親戚の人 隣家の人 隣家以外地域の人 仕事の同僚 職場の上司 行政（自治体） その他 相談相手なし
度数80 62 3 2 2 0 0 0 6 5
割合％ 77.5 3.8 2.5 2.5 0 0 0 7.5 6.3
（ 2 ）震災前後の絆
前より強い 前より弱い 変わらない
度数74 21 29 24
割合％ 28.4 39.2 32.4
（ 3 ）助け合い   
①互助意識 公助 共助 自助 その他
度数76 26 36 9 5
割合％ 32.9 47.4 11.8 6.6
    
②互助態度 無条件の共助 条件付き共助 公助 自助 その他
度数75 16 35 9 10 5
割合％ 21.3 46.7 12 13.3 6.7
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（ 4）手助けの状況
①手助けの内容 労働力の提供 物品の管理 お金の提供 その他
度数64 36 12 6 10
割合％ 56.3 18.8 9.4 15.6




割合％ 2.0 98 　 　
　
（ 5）他者への返礼




義務として参加 余裕なし 別で代替不参加 その他 　
度数65 51 6 0 8
割合％ 78.5 9.2 0 12.3
（7）互助組織
①組織の有無 あり なし
度数72 57 15 　 　
割合％ 79.2 20.8
②組織の種類 住民の自主組織 行政中心組織 その他
度数51 31 16 4 　 　
割合％ 60.8 31.4 7.8
④組織への参加 参加 以前参加 不参加 　 　
度数57 37 7 13
割合％ 64.9 12.3 22.8
（ 8 ）相互扶助の将来
減少 変わらない 増加 その他
度数55 28 19 3 5
割合％ 50.9 34.5 5.5 9.1
問 3 　震災後の復興
（ 1）浪江町の復興
①復興の状況 非常に良い やや良い ふつう やや悪い 非常に悪い
度数81 1 1 5 28 46
割合％ 1.2 1.2 6.2 34.6 49.4
②よくない分野 住宅 雇用 除染（放射能） 生活資金 人間関係 医療保健 教育 賠償
度数244 47 13 49 11 11 15 4 23
割合％ 19.3 5.3 20.1 4.5 4.5 6.1 1.6 9.4
ケースの割合％ 65.3 18.1 68.1 15.3 15.3 20.8 5.6 31.9
家族離散 生活情報 福祉（介護）商業施設 交通基盤 その他
28 3 10 10 15 5
11.5 1.2 4.1 4.1 6.1 2




③停滞の原因 度数 強くそう思う そう思う そう思わない 全くそう思わない
国対応不足 72 53 18 1
割合％ 73.6 25 1.4
県対応不足 69 43 22 4 　
割合％ 62.3 31.9 5.8
町対応不足 69 35 24 10 　
割合％ 50.7 34.8 14.5
行政の規制 56 19 18 18 1 　
割合％ 33.9 32.1 32.1 1.8
意志疎通不足 65 24 22 16 3 　
割合％ 36.9 33.8 24.6 4.6
自治会活動 65 7 16 31 11 　
割合％ 10.8 24.6 47.7 16.9
地域住民組織 64 12 19 28 5 　
割合％ 18.7 29.7 43.7 7.8
少ない連帯感 66 17 20 23 6 　
割合％ 25.8 30.3 34.8 9.1
行動力不足 66 12 25 24 5 　
割合％ 18.2 37.9 36.4 7.6
危機意識不足 65 11 23 22 9 　





度数76 20 42 14
割合％ 26.3 55.3 18.4
　 　 　 　
（ 3）地域社会の将来
①浪江町帰還意志 戻りたい わからない 戻らない
度数77 19 31 27
割合％ 24.7 40.3 35.1
②町外コミュニティ移転 住みたい 住みたくない どちらとも その他 　
度数73 22 10 35 6
割合％ 30.1 13.7 47.9 8.2
③町外コミュニティ意見 度数 強くそう思う そう思う そう思わない 全くそう思わない
住宅環境の向上 69 9 25 29 6
割合％ 13 36.2 42 8.7
雇用の増加 68 5 15 36 12
割合％ 7.4 22.1 52.9 17.6
放射線の影響減少 68 3 22 32 11
割合％ 4.4 32.4 47 16.2
人口の増大 67 3 11 34 19
割合％ 4.5 16.4 50.7 28.4
少子化の改善 66 4 7 38 17
割合％ 6.1 10.6 57.6 25.8
高齢化の改善 68 3 7 43 15
割合％ 4.4 10.3 63.2 22.1
医療保健状態の改善 65 6 25 26 8
割合％ 9.2 38.5 40 12.3
つながり絆の希薄化 68 11 26 28 3
割合％ 16.2 38.2 41.2 4.4
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郷土意識の希薄化 68 11 26 24 7
割合％ 16.2 38.2 35.3 10.3
教育環境の改善 63 2 20 27 14
割合％ 3.2 31.7 42.9 22.2
家族同居の暮らし 66 4 20 30 12 　
割合％ 6.1 30.3 45.5 18.2
情報アクセスの改善 66 5 29 21 11 　
割合％ 7.6 43.9 31.8 16.7
介護問題の改善 66 3 20 35 8
割合％ 4.5 30.3 53 12.1
商業施設の充実 66 3 19 35 9
割合％ 4.5 28.8 53 13.6
交通基盤の改善 67 4 20 33 10
割合％ 6 29.9 49.3 14.9
賠償問題の進展 64 2 7 40 15
3.1 10.9 62.5 23.4
④町外コミュニティ意識 新たな意識 意識が希薄 意識は変わらない その他
度数107 16 39 15 3
割合％ 15 36.4 14 　
（ 4）復興の主体
①復興の担い手 国中心 県中心 町中心 住民主体 自治会中心 新組織中心 自分でする その他
度数214 59 47 51 22 14 6 13 2
割合％ 27.6 22 23.8 10.3 6.5 2.8 6.1 0.9
ケースの割合％ 75.6 60.3 65.4 28.2 17.9 7.7 16.7 2.6
複数回答（有効数78）
②住民参加の方向性 パブリックコメント 行政との協働 組織の自立 組織の活性化 組織の柔軟性 地域住民の融和 意識化 その他
度数63 12 14 4 6 8 12 6 1
割合％ 19 22.2 6.3 9.5 12.7 19 9.5 1.6
















































































































社会学部論叢　第25巻第 2号 2015. 3〔50〕
187
えなければいけない。無理です。　
　・帰った場合若い人子供がいない町で生活？
＜今後の生活＞
　・ 農業が基幹産業の町なので，復興するには農業に代わる産業（たとえばIT産業
など）が必要。公立の介護施設。逆手の考えで放射能被災を観光資源とする。
　・ 皆集まるところに住みたい。身内がばらばらになっているので，家族がいっしょ
に住めるところがあればそこに住みたい。
＜行政への要望＞
　・ やはり国が浪江町としての土地を確保してくれ，そこに町民が住めることが一番
理想だと思います。
　・家を何とかしたい。ネズミが多くいて悪臭がひどい。
　・山間地域重要視していないので困る。
　・雇用を第一にあげ，若者を呼び寄せること。
　・早く家に帰りたいと思います。
　・早く復興住宅をつくってください。お願いします。
　・ふるさと浪江町をなくさないように行政にお願いしたい。
　・ 原発の終息しだいだと思う（町の続行は？）。ストロンチュウムは海に流さない
でください。
　・ 何年後に戻れるのかわからない今は何も考えられないが，元の浪江の三分の二く
らいは昔と同じような町になってほしい。
　・将来はない。昔のものは帰ってこない。町は本音を言ってほしい。
　・ 組織は町民あっての存在。自らの延命より町民のためカジを切るべき。国に反旗
をひるがえして。町を離れる若い世代へは財政的支援を主張し，帰りたい人には
会社なら倒産なのだから説得して若い世代中心の方向性を出すしかないのでは。
今のままでは若い世　代，老人共に共倒れ，ストレスに耐えられる限界を迎えつ
つある。
＜その他＞
　・わかりません。
